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研究成果の概要（和文）：世帯の消費活動に起因する環境負荷は過去数十年間で急速に増加してきたが、世帯の
ライフスタイルが環境負荷にどのように影響を及ぼしているかは、これまで十分に調査されてこなかった。世帯
のライフスタイルの違いが世帯のエネルギー消費に及ぼす影響を調べるため、本研究では幾つかの実証研究を行
った。そして家計の省エネ化を進めるための課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Although the environmental pressure from household consumption has been 
rapidly increasing for the past few decades, only a few studies have investigated how household 
lifestyle affects environmental pressure. In this study I conducted a series of empirical analysis 
to examine how household lifestyles affects electricity usage at home. I then identified the key 
challenges for household energy saving
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１．研究開始当初の背景 
家計の消費活動は環境に大きな負荷をもた
らしている。例えば、Hertwich and Peters 
(2009)は、最終消費に起因する温室効果ガス
の排出状況を 73 か国で調査し、温室効果ガ
スの総排出量の 72%が家計の消費活動に起
因するものであると報告している。一方、政
府の消費活動と投資活動に起因する温室効
果ガスの比率は、それぞれ 10%と 18%に過ぎ
ないとも報告している。また、家計による環
境負荷は今後更に高まっていくとの予想が
OECD（2008）からも示されており、各国政
府は家計の消費活動をグリーン化するため、
近年様々な施策を打ち出してきている。 
 
２．研究の目的 
家計の消費活動をグリーン化するためには、
人々の環境配慮行動の実践状況を知ること
が特に重要である。松本は、これまでリサイ
クル活動や省エネ活動などの分野で、人々の
環境配慮行動に関する研究を行ってきたが、
本研究では、人々のライフスタイルの違いが
環境負荷にどの様な差をもたらしているか
を明らかにすることで、家計の消費活動のグ
リーン化を促進するための課題を示すこと
を目指した。 
 
３．研究の方法 
（１）これまで提案されてきた環境配慮行動
モデルを理論的に拡張することで、人々が環
境配慮行動を実践する際、お金と時間をどの
様に使うかを考察した。 
 
（２）世帯のライフスタイルの多様性が環境
政策の策定にどの様な影響力をもつかを明
らかにするため、実証研究を行った。更に、
これまで導入された政策に関する評価も行
った。 
 
４．研究成果 
 
（１）環境補助金の評価 
先進各国では環境配慮型商品の購入に対し
て補助金を提供し、世帯の環境配慮行動を促
進するという補助金政策が導入されてきた。
Matsumoto (2015)では、これらの補助金政策

が世帯の行動にどの様な機能を持つかを理
論的に考察し、続いてエコポイントやエコカ
ー補助金を事例として、実証研究を行った。 
書籍では、補助金政策が人々の行動をグリ

ーン化することには成功したものの、コスト
パフォーマンスの悪い政策であったことが
報告されている。例えば、補助金政策による
CO2 削減対策での削減単価は 1 トン当たり数
万円程度に達するが、これは他の代替的なCO2

削減対策の費用に比較してかなり高い。 
また、自動車利用においては、化石燃料に

起因する環境被害よりも走行に起因する被
害の方がはるかに大きいことが知られてい
るが、下表に示した様に、ハイブリッド自動
車の走行単位当たり走行費用は、ガソリン自
動車のそれに比べて遥かに安価なため、ハイ
ブリッド自動車に対する補助金は新たな走
行需要を生み出し、走行に起因する問題を悪
化させる可能性がある。こうした点を踏まえ
ると、燃費の改善のみに着目したエコカー補
助金は歪んだ政策であったと言える。 
本件調査から派生した (スピンアウト)し

た研究成果として、Iwata and Matsumoto 
(Transportation Research Part D: 
Transport and Environment, 2016, 
Elsevier)、阿部, 松本, 岩田. (環境科学会
誌，2017)などがあげられる。 
 
（２）世帯のエネルギー消費 
近年急速な家電の省エネ化にもかかわらず、
我が国の世帯の電力消費量はここ 20 年間位
横ばいのままであった。世帯の電力消費量が
減らない原因を明らかにするためには、世帯
の家電の保有状況や使用状況について精査
する必要がある。本研究では、全国消費実態
調査の個票データの分析を通じて、世帯の所
得構成や資産が家電の保有状況をどの様に
決定づけているかを調べた。 
分析結果は、Matsumoto（2016a, 2016b）

に掲載されているが、労働所得が増加した場
合と非労働所得が増加した場合、夫の所得が
増加した場合と妻の所得が増加した場合で、
①家電の保有状況がそれぞれどのように変
化するか、②世帯の家族・所得構成が家電の
使用状況にどの様な影響を及ぼしているか
といったことが検証されている。 
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①の家電保有に関する先行研究は存在す
るものの、世帯の資産の影響や所得構成の影
響を調べた点に新規性があると思われる。分
析の結果、労働所得の増加は食器洗浄機の保
有確率を増加させるが、非労働所得の増加は
そうした効果を持たないこと、妻の所得の増
加はテレビの保有台数を増加させるが、夫の
所得増加は逆にテレビの保有台数を低下さ
せることが示された。 
②の分析には US EIA などで利用されてい

る Conditional Demand Analysis（CDA）とい
う分析方法が利用されたが、従来の CDA のモ
デルを改変して、世帯の家電の使用状況につ
いて考察をしている点に新規性があると言
える。分析の結果、子供のいる世帯ではエア
コンや食器洗浄機の使用頻度が高いこと、新
しいテレビやパソコンを所有する世帯は性
能が高いにもかかわらず、使用頻度が高いた
め、結果として古い家電を所有する世帯より
もより多くの電気を消費していることなど
が示されている。 
本件調査から派生した (スピンアウト)し

た研究成果として、Matsumoto and Omata
（Journal of Cleaner Production, 2017, 
Elsevier）、Matsumoto (Empirical Economics, 
Accepted 2017, Springer)などがあげられる。
これらの研究では、省エネ製品に対する過少
投資問題が取り上げられている。 
 
（３）リサイクルの費用推計 
3R の促進のために、これまで行政は家計に廃
棄物の分別の徹底を要請してきたが、それら
の分別活動が廃棄物の管理費用を実際どれ
位低減させているかについてはしっかりと
した検証が行われてきていなかった。 
 Chifari, R., Lo Piano, S., Matsumoto, S., 
and Tasaki, T.（2017）では、自治体レベル
の廃棄物処理データを分析し、下図に示され
た廃棄物処理フローの違いが処理費用にど
の様な差をもたらしているかを調べた。その

結果、世帯の分別活動は中間処理費用の低減
には結びついているものの、全体的な廃棄物
処理費用の低減には結びついていないこと
を示した。更に、ごみ収集サービスの民営化
や周辺自治体との連携が処理費用の低下に
結びつくことも示した。 
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